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対象者診断チャート

子育て世帯臨時特例給付金

■ 支給対象者
　平成 26 年度分町民税（均等割）が課税されてい
ない方が対象となります。
　ただし、町民税が課税されている方に扶養されて
いる場合や、生活保護を受けている方は対象になり
ません。
　対象となる方のうち、配偶者からの暴力を理由に避
難している方は、お住いの市町村にご相談ください。

■ 支給額
　支給対象者 1 人につき、10,000 円
　支給対象者の中で以下に該当する方は、5,000 円
を加算
　●  老齢基礎年金、障害基礎年金、遺族基礎年金等

の受給者
　●  児童扶養手当、特別障害者手当等の受給者

■ 申請手続
　申請先は、基準日（平成 26 年 1 月 1 日）におい
て住民登録がされている市町村となります。
　支給対象者となる可能性のある方には、7 月下旬
に申請書を送付予定であり、8 月から申請受付を開
始します。返信用封筒も同封しますので役場保健福
祉課あて郵送してください。

■ 申請受付期間
　8 月 1 日～ 10 月 31 日

■ 給付金の受取方法
　申請書に記載した指定口座に入金されます。
　※ 振込後に支給要件に該当しないことが判明した場

合は、給付金を返還していただきますので、ご留
意ください。

■ 問合せ　保健福祉課　☎ 47－8007

臨時福祉給付金
4 月からの消費税率の引き上げに伴い、所得の低い方々への負担の影響を考慮し、暫定的・
臨時的な措置として、「臨時福祉給付金」が支給されます。

4 月からの消費税率の引き上げに伴い、子育て世帯の家計への負担を減らし消費の下支え
を図るために、児童手当を受給している方に、「子育て世帯臨時特例給付金」が支給されます。

※ 当チャートはあくまで一般的な
場合を想定しています。

臨時福祉給付金・
子育て世帯臨時特例給付金
臨時福祉給付金・
子育て世帯臨時特例給付金

基準日は平成26年1月1日になります。
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■ 支給対象者
　基準日（平成 26 年１月１日）における平成 26
年１月分の児童手当（特例給付を含む）の受給者で
あって、その平成 25 年中の所得（平成 25 年１月
から 12 月までの所得）が児童手当の所得制限に満
たない方が対象となります。
　対象となる方のうち、配偶者からの暴力を理由に避
難している方は、お住いの市町村にご相談ください。

■ 対象児童　
　支給対象者の平成 26 年１月分の児童手当（特例
給付を含む）の対象となる児童。
　ただし、次の児童は対象外です。
　●  「臨時福祉給付金」の対象となる児童
　●  生活保護制度の被保護者にあたる児童

■ 支給額
　対象児童１人につき 10,000円
　※ 今回の給付措置は臨時特例的に行われるものであ

り、児童手当の上乗せではなく、１回限り対象児童
１人につき 10,000 円支給するものです。

■ 申請手続（公務員以外）
　平成 26 年１月１日に住民登録がされている市区
町村で申請してください。
　支給対象となる可能性のある方には、７月下旬に
申請書を送付予定であり、８月から申請受付を開始
します。返信用封筒も同封しますので役場町民税務

課あて郵送してください。また、平成 26 年１月２
日以降に町外へ転出した場合は、南越前町で申請手
続きを行うことになります。申請書は、転出先に送
付する予定です。

■ 申請手続（公務員）
　公務員の児童手当は勤務先から支給されています
が、この給付金に関しては平成 26 年１月１日に住
民登録がされている市区町村へ申請する必要があり
ます。
　勤務先から次の書類が交付されることになってい
ますので、８月１日以降、役場町民税務課まで提出
してください。
　●  平成 26 年１月分の児童手当の受給状況に係る

証明書 
　●  支給申請書（公務員用）

■ 申請受付期間
　８月１日～ 10 月 31 日

■ 給付金の受取方法
　児童手当の振込口座（または、申請書に記載した
指定口座）に入金されます。
　※ 振込後に支給要件に該当しないことが判明した場

合は、給付金を返還していただきますので、ご留
意ください。

■ 問合せ　町民税務課　☎ 47－8015
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